
 

 

様式４－４ 

事業概略書 

事 業 名 
発達障害者支援センター等の相談･支援、機関連携及び人材の育成等の業務

に関する調査について 

事 業 目 的 

福祉施策が大きく変化する中で、発達障害者支援センターへの期待が高

まっている。発達障害者支援センターの支援・サービス内容や他機関との

連携やネットワーク構築の方法は様々である。本事業は、発達障害者支援

センター等の現状を適切に調査･把握し課題を明らかにし、支援センター

の役割や機能を再整理し、標準的なサービス提供や連携及びネットワーク

構築のための業務マニュアルを作成することにより、全国どの地域におい

ても一定の質の支援やサービスが提供できることを目的とする。 

事 業 概 要 

 

事業企画、進捗管理、結果分析、報告書等の全体の取りまとめを行う検

討委員会を設置し、年３回の委員会を開催した。また、合わせて調査の企

画・結果分析等を行い、業務マニュアルを作成するための委員会を設置し、

年３回の委員会を開催した。発達障害者支援センターの今後のあり方検討

の基礎資料を得るために、①発達障害者支援センター、各都道府県･指定

都市及び市町村の発達障害担当行政へのアンケート調査を実施した。アン

ケート調査を参考に、「発達障害者支援センター運営マニュアル」を作成

し、全国の発達障害者支援センターをはじめ、関係機関に配布した。 

 

事業実施結果 

及び効果 

アンケート調査により、発達障害者支援センターの役割や機能及び都道

府府県や市町村が発達障害者支援センターに期待している内容を明確化

することができた。調査の結果を参考として、発達障害者支援センターの

業務マニュアルを作成することができた。今後、マニュアルを参考に、そ

れぞれの地域の実情に合った発達障害者支援センターの創設の契機とな

るとともに、全国どこの発達障害者支援センターでも一定の水準のサービ

スが提供できることとなると期待できる。 

事 業 主 体 
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 （注）１ 本様式の作成にあたっては、厚生労働省ホームページに掲載するため、一般に公開することを想定し、

分かりやすい表現に努めること。 

   ２ 本様式は、事業の概略をまとめるために作成するものであり、別途実施した事業についての成果物を

必ず提出すること。 
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